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管理 会計 にお けるエ イジェ ンシー理論 の

適 用 と展開(2)

一 マルチタスクモデルヘの拡張について一

篠 田 朝 也

mエ イ ジェン シー理論の拡張モデル

ー 一マルチタスクモデルヘの拡張一一

現実 における多 くのエ イジェ ンシー関係で は,エ イジェン トは,エ イジ ェン

トの努力 をい くつかの タス クヘ と最適 に配分する ことに関心 を持つ よ うな,マ

ルチタスクに責任 を有 している,,こ のよ うなケース を分析 する際 は,エ イジ ェ

ン トは1つ の タスクのみ に責任 を負 うとす る,エ イジェンシー理論 の 「基本 モ

デル」 を拡張 しなけれ ば.分 析 に際 する重要 な要素 を見落 として しまうか もし

れない。

例 えぱ,経 営責任者 は,短 期利益率 を向上 させ るようなタスクと,長 期 的な

見 通 しを改善す る タスク との間で,努 力 を配分 しなけれ ばならない。工場 の責

任者 は,原 価低減活動 とカスタマーサー ビス との間で,努 力 を配分 しなければ

な らない。工場での労働者 は,労 働生産性 目標 を達成す るこ とと生産物の品質

を改 善する こととの問で努力 を配分 しなければな らない。 また,日 本的 な生産

管理手法であるTQCや,購 買,生 産,販 売 に またが る総合的 な管理 システム

ともい えるJITな どは,複 数 の タスクを遂行 する従業 員が前提 とな っている、,

この ようなエ イジェ ン ト像 に基づ いたモ デルを用 いるこ とによって,日 本的 な

管理手法の有効性 や 日本的管理手法 の欧米への移植 の妥 当性 な どにつ いても,

部 分的 にではあれ分 析可 能 となるか もしれない。,
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ともあれ,以 上 のよ うな,管 理会計 において も重 要 と思 われる複数 のタスク

に従事するエ イジェン トの活動 について分析 を行 うためには,シ ングル タスク

に基づ くエ イジェンシー理論 の基本 モデルで は,分 析がで きない。複数 の タス

クに携 わるエイジェン トの努力に最適 な インセ ンテ ィブを与 える インセ ンテ ィ

ブ ・システムを分析す るには,複 数 の タスクを遂行す るエ イジェン トを想定 し

たモデ ルを構築 する必要が ある,,本 節 では,か かるマルチ タスクモデ ルに関す

る検討 を行 ってい くこ ととす る。

1マ ルチタスクのモデル化

本節で は,基 礎的エ イジェンシー理論 におけるシングルタスクモデルか らエ

イジェンシーのタスクを複数 に拡 張 した,マ ルチ タスクモデルについての検討

を行 う。

マ ルチ タス クモデルヘ の拡張状況 を,エ イ ジェンシー関係 につ いて図式的 に

描写 した前稿')の 第2図 に当 てはめる と,上 記 の第3図 のようになる。

かかるマルチ タスクのモデルにおいて は,プ リンシバルは,エ イジェ ン トに

1)篠 田[20021を 参照されたい、,
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よる 複数の タスク を考慮 に入れ たうえで,エ イ ジェ ン トのインセンティブを引

き出 し得る報酬 プロ グラムを設定 しなけれ ばな らない。 また,エ イジェ ン トは,

複 数の タス クのなかで も.ど の タスクに高い努力水準 を費やす かにつ いて,大

きな関心 をもつ ことになるであろ う。

2一 般モデル

こ こで は,Ho㎞strom&Milgrom[1987],Holmstrom&Milgrom[19911

に依 拠 して,エ イジェンシー理論 のマルチ タスクモデルの一般 モデルについて

検討 を行 うこととする二1)。

い ま,エ イ ジェ ン トの努力変 数 を の=(α1,...,伽)Tと す る。 ただ し,こ

こで αは,ノ〉×1の ベ ク トルで.Tは,転 置 を意味 す る。 また,各 の は全 て

非負 と仮定す る。 また,エ イジェン トが努力 を払 うことによ って生 じる私的 コ

ス トを示 す不 効用関数 を0(α),プ リ ンシパ ルの期待 便益 をB(α),で 表 現 す

る。 ここでC(・)は 厳密 に凸,B(・)は 厳密 に凹である と想定す る。

さらに,業 績 灘は,努 力水準 αによ って,次 のよ うに与 えられる。

、τ,=の 十εぎ

ただ し,こ こで,ε は.努 力水準 と業績 のあいだの誤差項 ベク トルであ り,

平 均 ゼロベク トルの共分散行列 Σ に従 う、、また,エ イジェン トの効用 関数 を,

リス ク回避 的 なCARA(constantabsoluteriskaversio11)関 数 に従 うと仮 定 し

て,%("一()(σ))=一 ゼ 畑 一c{ω)とす る3)、,ただ し.γ はエー ジェ ン トの リス ク

2)他 にFeltham&Xie[1994]な どが あるが,マ ルチ タスクの基本モ デル と して,こ こで は、

Holmstrom&Milgrom[1987],IIolmstrom&M玉lgrom[1991】 に依拠す ることとする。

3)一 般 に.効 用関数の 曲線の曲率が大 きいほ どリスク ・プ レミアムは大 き くな る。 ここで,そ の

効用曲線 の曲率 を,リ スクに対す る愛好度や回避度の程度 の強 さの測度 と して採用す ることがで

きる。 このよ うな リス ク回避(愛 好)の 測度 として は,通 常,以 下に示す.Ar∫ow#P∫attの 危険

回避 測度 が用 いられている。

絶 対的危険 回避 の測度 ハ(π)=一 ガ(必)〃(の

相対的危険 回避 の測度R(記)ニ ー調イ"(エ)/駕'(潔)

絶対 的危 険 とは,所 得 の大 きさに関 わらず リス クが一定 であることをいい,そ のような絶対的

危険 に対 する回避 度が.絶 対的危険回避度 である。他方.相 対 的危険 とは,所 得 の大きさに比例

して,リ スクが変化 する場 含をいい,そ の ような相対的危険 に対す る回避度が・相対的危険回 ノ
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回避係数 であ り,正 の定数である。

さらに,エ イジ ェン トの報酬 プログラムは,考 察 の簡便化 のために、業績 』ロ

に基づいた線形モデルとして設定されていると仮定する。そこで,報 酬関数を

以灘)=α ㌃+β,と する4'。α は報酬 が,ど の程度業績 とリンク しているか を示

す インセ ンテ ィブ係 数 を示すベ ク トルであ り,β は,固 定給(ス カ ラー)で あ

る

このモデルにおいて,プ リンシパ ルは,エ イジェ ン トの効用 と自らの効用 を,

それぞれ最大 にするαを設定 して,望 ましい業績 劣が達成されるような,努

力水準8を 動機づけなければならない。

ここで,エ イジェ ン トの期待効用,お よび,期 待効用 と等 しくなる確実性等

価額を想定 して,

U(CE召)=E・U("(必)一C(α))=E・U(甜(`z十 ε〉一C(α))

とする5,。CE。 は,期 待 効用 と等 しくなる確実性等価額 である。 上記 の報酬関

数 と,効 用 関数の もとでの.エ イジェン トの確 実性等価額 は.

CE、=α7`z+β 一C(α)一(7/2)αTΣ α

で表 される%こ こで αTΣ α は,線 形報酬 プ ログラムの もとでのエ イ ジェ ン

＼避度である、CARA関 数 とは,絶 対的危険度回避 度が一定 となる効用関数であ り,具 体 的には,

扉(躍)ニー6　P艇7>0).と い った関数が使用 される.

4)Hdmstrom&Milgrom[1987]で は,連 続時問モデ ルのなかで,成 果 の増 減傾向の確率 をエ イ

ジェン トが コン トロー ルで きるよ うに行動選択が与 えられている場合 。エ イシェン トの効用 が リ

スク回避的 なCARA関 数 によって与 えられるな らば,固 定賃金+成 果報酬 による.単 純 な線形

モ デルによる報酬契約ほ うが.複 雑 な契約 よ りも頑健(環 境の変化に対 して も,贔 適 な契約 の近

似値 から離れ ない)で ある ことを示 して いる.ま た,実 際の杜会において も.報 酬契約 は,そ れ

ほど複雑 な契約で はな く,線 形モデルのよ うな単純 な報酬契約が結 ばれているこ とが多い。

5)通 常,効 用関数が 麗であるエー ジェン トにとって,飢 頭めLお よび,κ(£)(た だ し,瓢 ア〉

は,確 率1で 金額8を 受 け取 る帰結 に対す る効用 水準 である)が,無 差別 となるよう場 合,診

は躍の確実性等値 額 とよ ばれ る。 つ まり,確 実性 等値額 とは,不 確 実 な所得 の期待 値か ら得 ら

れる効用 と無差別 な、確実 に得 られる所得水準の ことで ある.

6)確 実性等他額 は,澱 が止規分布に従い,か つ,効 用関数 が絶対 的危 険回避 度一定 の増加 関数 で,

3階 連続微分可能の場合,以 下の近似式 を用 いることで,簡 便的に求め られるこ とが知られてい

る、、1
CE廻 五(」睦〉一一 プE(めy(』r)2

上記 の近似式の導出 にあたっては、さ しあた りMilgrom&Roberts[1992]Chapter7に 詳L

い導 出過程 か提示 されて いるので,参 照 されたい。
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トの所得 の分 敵であ り,(パ2)を エ イジェン トが負担 するこ とになる。 つ まり,

エ イジェン トの確実性等価額 は,期 待報酬か ら,エ イジ ェン トの努力水準 に基

づ く私的 コス トと,リ ス クプ レ ミアムを差 し引いた もの となる。

さらに,リ スク中立的であるプ リンシパ ルの確 実性等価額 は,

CE♪ ニβ(σ)一αTα一β

とな り,総 確実性等価 額 は,CE、+CEヵ よ り,

B(α)一C(α)一(7/2)αTΣ α

と表現 される。

以上 よ り,プ リン シパ ル の イ ンセ ンテ ィブの設 定 は,次 の よ うな最 適 な

(σ,α)の 組み合わせ を求 める最適化問題へ と帰着 する。

1
maxB(α)一C(α)一 一 が Σα(1)
∬,α2

subjectto

l
8∈argmaxαTα 一C(σ)一 一 耀丁Σα(2)2

つ ま り,エ イ ジェ ン トが.自 らの確実性等価額 を最一大化す るように努力水準

ベ ク トルを決定 する制約 の もとで,プ リンシパルは,最 大の総確実性等価額 を

得 られるよ うに,イ ンセ ンテ ィブの係 数 αを決定 しなけれ ばな らない とい う

こ とである。

ここで,(2)式 の 制約式 の1階 微分 による最大化条件 は,

α'一∂C(α)一C、(α)f。ra1巨(3)∂
佑

となる7ン。 さらに,式(3)を 任 意の αノで偏微分 を行 うと,

∂α ∂α一=[G∫]⇔ 一=[G∫r1(4)
∂α ∂α

と な る 、、 行 列[G∫]は.ぎ 行 ゴ列 の 成 分 が ∂2C/∂ αゴ∂α∫ と な る1Vx1V行 列 で あ

∂αる
。 こ こ で の,一=IC,止1は,イ ン セ ン テ ィ ブ 係 数 で あ る α の 変 化 分 か,∂

α

7)コ ス ト関数 が厳密 に凸である ことか ら,2階 微分 は負 〔<0〉 になるため,最 大条件 を満 た し

て いるP
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努力水準 σに対 してどの程度影響を与えるのかということを示 している。

以上 よ り,い ま,ベ ク トル αが

最適解 は以下のよ うに得 られる8)。

αニ(1十7Σ[Gプ])一1β'

全 ての 歪につい て,の>0で あ るな らば,

(5)

3シ ン グル業績評価とマルチ業績評価一2タ スクモデルにおける検討一

以Lに よって,マ ルチ タスクモデルの一般解 が得 られた。 しか し,こ こで は

一般解 の経 済学 的な含意 をより容易 に明 らかにす るため に一般解の単純化 を行

い,そ れ を踏 まえた上でマ ルチ タス クモデルの具体的 な検討 を行 う。

一般解 の含意 につ いて検 討 を行 う前 に
,ま ず,マ ルチ タスクが具体的に問題

となるのはどの ような場合 であるかを考 えてみ る.,例 えば,工 場 における従業

員(エ イジェ ン ト)に 品質向上のための タスク と牛産性向上のための タス クが

与えられている場合が考 えられる。通常、生産性向上 を測定する業績指標 は比

較的容易 に得 られるであろ うが,品 質向上 を測定するための業績指標 を得 る こ

とは困難 な ことが多い9)。 この ような2つ の タスクに携 わ っている従業員 の当

該タスクに対する インセ ンテ ィブを付与するためには,比 較 的容易 に獲得可能

な牛産性向上 に関する業績指 標のみ を用いて コ ン トロールを行 う場合 と,生 産

性向上 およぴ品質向.hの2つ の タスクに対応する2つ の業績指標 を用 いてコ ン

トロー ルする場 合が考 え られる.つ まり、エ イジェン トが,複 数 のタスクに関

わっている にもかかわ らず,プ リンシパ ルが ,あ る特定 の業績測定値 のみを観

察 して管理活 動 を行 う場合(シ ングル業績評価)と,そ れぞれの タスクに対す

8)式(3)お よび式(4)を 利用す ることで,式(】)お よび式(2)の 最適解 を求めるための1階 条件

が計算可能 となる。具体 的には,式(1)を α,につ いて微 分 したの ちに.式(3〉 を代入 する こと

で求める ことがで きる。 また,式(5)に おける1は ,す べての成分が1か ら成 り立 つ ノV×Nの

行列,B'は 裏番目の成分が δβ/∂凸 となる1〉 ×1行 列で ある、,

9)検 査 によって加工精度 を直 ちに測定 し,そ のチェ ックによって ほぽ正確 な品質について調査可

能な場合 を除けば,品 質向上 を測定するための業績指標 と して返、砧率 などが考え られるだろ う。

しか し.返 品率 は製品販売後,何 ヶ月,あ るいは,何 年 もの後 に,よ うやくデー タとして入手ll∫

能 とな り.タ ス クを遂行す る作業員 に対 して,タ イム リーな業績 と しての インセ ンテ ィプ を与え

るには.相 当の工夫が必要である と思われる。
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る業 績 を観察 して管理活動 を行 う場 合(マ ルチ業績評価)が 想 定で き,そ れぞ

れについて分析 を行 わなければな らない。

そ こで,こ のよ うな シングル業績評価 とマルチ業績評価 について,エ イジェ

ンシー理論 のマルチ タスクモデ ルを適用 した分析 を行 うため に,マ ルチ タスク

の一般解 である式(5)の 経 済学的 な含意 を明 らかに したい。

まず,各 タスクが相互 に独立で ある場合(Cザ=0)を 想 定する。 この ばあ い,

行 列G」 は,対 角成分以外すべて0と なり,一 般解 が単純化 される。それ ゆえ,

式(5)は,す べ ての 玄について,以 下のよ うに単純化 される10)。

α∫ニB,(1+グC∬ σ2)一1(5)■

上 式 は,α ゴが,リ スク回避係 数 プとリス ク σ1に ついての減少関数で,イ ン

セ ンテ ィブ係数の変化が努力水準へあたえる影響 を示 している ∂σ〆∂α∫ニ1/G,

の増 加 関数(し たが って,Gゴ についての減少関数)と な っている。

づぎに,各 タスクが相 互に独 立でない場 合(G」 ≠0)に つ いて考 えてみよ う。,

このケースでは.上 述 の各 タスクが相互 に独立 である場合 のよ うに行列Gノ は

単 純化 で きない うえに,タ ス ク問の外部性 も考慮 しなけれ ばな らな い、,した

がって,最 も単純 なケースで ある,タ ス クが2つ のケー スを想定 し,一 般解 の

経 済学的な含意 を検討す る。 また,上 述 したよ うに,ま ず シングル業績評価 の

ケー スについて,次 に,マ ルチ業績評価 の ケー スにつ いて検討 して㌦・きたい。

1)シ ングル業績評価 のケースについて

エ イ ジェ ン トは2種 類 の タスク(の,α2)の 組 み合わせ を選択す るが,そ の

うちのひ とつの タスク(α 、)し か,プ リンシパルは観察 しない場合 につ いて、

考察 を行 う。

ここでは,タ スク1の 業績 が.苅 二α、+ε によって測定が 阿∫能で ある とす る。

その一方で,タ スク2の 努力水準 α2を 測定す る適切 な業績 指標 娩 が得 られな

い場合 を想定する(σ 身=。。)。

lQ)こ こで は.誤 差項 ε直が相 互独立であ り,各 タスクが技術 的に独立 している(つ まりC〆0)

場合 を想定 している、
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す る と,タ スク1に おける最適解 は,

β1-B2C12/C22
α、ニ(6)
1+7σf(C、rC丑2/C22〉

となるm。(な お,タ ス ク2の 努力水準 碗 を測 定す る適 切 な業績指標 苅 が得

られない場合 なので,α2=0で あ る、,)

この 結果 か ら.最 適 イ ンセ ンテ ィブ α1を 考 察 する ため に,極 端 な2つ の

ヶ一ス(こ こで は,①2つ の タスクの コス1・が相 互補完的であ る場合 〔G2<0〕

と,②2つ の タス クo)コ ス トが相互 代替的で ある場合 〔C12〉0〕〉 とを想定 し

て,考 察 を深めてい くことにす る。 なぜ ならば,CI2が,正 で あるか負 である

か によって,最 適 イ ンセ ンテ ィプ係 数 α!が,増 加 してい くか,減 少 してい く

か について,考 察で きるか らである'2㌧・なお.考 察 を容 易にするために,タ ス

ク1の 業績 苅 は,ノ イズな く測定可能である場合(σ 釜=0)に 注 目する ことと

する。

①2つ の タスクのコス トが相 互補完 的である場・合

2つ の タスクのコス ト関数が,相 互 に補完 的である場合 とは,タ ス ク1へ の

努力水準 の増加が,タ スク2へ の努力の限界 コス トが減少す るケース(C12<O)

で ある。

この とき,C、 、1<0)が 小 さくなるほど,(つ ま り,α 、の追加 的な増加 に対 し

て,σ2の 限界 コス トが減少す るほど),エ イ ジェン トの タスク1へ の モチ ベー

ションを引 き出す よ うに インセ ンテ ィブ α1が 高 まる。 したが って.タ ス ク1

の努力水準 はL昇 す る。 さらに.タ スク1の 努力水準が上昇する ことで,タ ス

ク2の 努力 の限界 コス トが減少するので,タ スク2の 努力水準 は上昇 する こと

lDこ の仮定のもとでは,次 の式から最適解が求められる、,

騨 β(αbα2)一c(晒)一 量(α1σ多+α1σぎ)

subjecttoα8ニqforゴ=1,2

この制 約 つ き¢)最適 化 問 題 を.ラ グラ ン ジ ュ関数 を導 入す る こ と によ って 式 佃)を 導 く こ とが

で きる し、

12)こ こで,式(6)で は,C(・)が 厳 密`こ 凸 よ りCz2>0,β(・)は 増 加 関 数 な の て β』,、8,,>0,ま

た,こ こで は 仮定 よ り,σ ぞニ0と な る こ と を注 意 され たい 。
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に な るB)。 これは,一 方の タスクと他方の タスクとの間 に,良 好 な補完関係が

あるケース とい え,タ ス ク1へ のモチベー シ ョンを刺激 する ことによって,タ

スク2へ のモチベー シ ョンをも引 き出す こ とかで きる。 したがって,タ スク1

に関す るシ ングル業績 評価 によ って も,エ イジェン トを効果 的に管理 する こと

が可能 となる,,

②2つ のタスクの コス トが相互代替 的で ある場合

次 に,2つ の タスクの コス ト関数 が,完 全 に代替的 な場合 とは,タ スク1へ

の努力 水準 の増 加 が,タ ス ク2へ の努 力 の限界 コス トを増 加 させ る ケー ス

(0】2>0)で あ る。 この と き,C12(>0)が 大 き くなるほ ど,(つ まり.4の 追

加的 な増加 に対 して,α2の 限界 コス トが増加するほ ど),エ イジェ ン トの タス

ク1へ の最適 イ ンセ ンテ ィブ α1が 減少 する。 したが って,タ スク1の 努力水

準 が減少する。 つ まり,タ スク1の 努力水準 を減少 させ るこ とで,タ スク2へ

直接 あたえる ことので きないイ ンセ ンティブを補強す るので ある。 この こ とか

らも,逆 に,タ ス ク1へ の インセ ンテ ィブを高めよ うとす る と。 タスク2へ の

努力水 準が低 下する ことが分 かる。つ ま り,一 方の タスクに対す る強 いイ ンセ

ンテ ィブを与えよ うとする ことは,他 方 のタスクに対 する努力投 入を放棄 させ

るこ とを意味する。

以上 よ り,管 理会計 情報 が,マ ネジ メン ト・コン トロールの枠組 みのなかで,

有 用 な情報 を提 供 し,有 効 に機 能す るためには,エ イジェン トの タス クが補完

的であるか,代 替的であるかについて,よ く見極めてい く必 要がある といえる,,

と くに,複 数の タスク0)コ ス トが相互代替 的であるほ ど.一 方の タスクに対 す

る単一 の業績測定値のみ に頼るモデル設定 では,他 方の タスクの インセ ンテ ィ

ブ を減少 させて しまう。 したが って,ひ とつのタスクヘの インセ ンテ ィブ付与

による業績評価モデ ルにこだわる場合は,一 方 のタスクヘの インセ ンテ ィブを

逆 に低下 させ るこ とで,他 方の タス クヘの努力投入 を保証 しなけれ ばならない。

13)タ ス ク2の イ ンセ ンテ ィブは,イ ンセ ンテ ィブ係 数 お よ び報 酬 と は リ ン ク して い な い が,タ ス

ク1と 連 動 して い る.式(2)を 参 照,
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2)マ ル チ業績評価 のケー スについて

さらに,こ こでは.上 述の よ うな,2つ の相互代替的 な タスクの業績の うち,

一 方のみ を用 いるケースで はな く
,そ れぞれの タス クの業績 を,と もに利用で

きるケース について,考 察 して い くこととする。 ここでは,努 力 コス トの代替

性 について,議 論 を単純化す るため に,完 全に代替 的である場合 を考 えてみ た

いo

いま,2つ の タスクが存在 している(た だ し,努 力水準 を 偽 および α2とす

る〉。そ して.エ イジェ ン トの努力 コス トをC(角 十σ2)と し,プ リンシパ ル

はエイジェ ン トの業績 の+ε ご,α2+ε2を 観察す る ことによって業績 を評価す る

と仮定 しよゲ41。 これ らの指標 を用いて線 型報酬 関数 を支払 うとす る と,

レVニα1(α1+ε1)+α2(α2+ε2)+β

となる。

ここで ε1,ε2の期待値 を 葛,あ とする と,上 記 の報酬 ルールの もとで,エ

イジェ ン トの確実性等価額 は,

α・(α1+認、)α2(α2+』勉)+β 一C(α1+α2)一(1/2)71V(α1ε1+α2ε2)

となる。 この確実性等価額 を最大化 するよ うに,エ イジェ ン トは努力水準 を選

択するので,か かる選択の もとで,プ リンシバ ルは報酬 契約 を,σ が厳 密 に正

である と仮定 するな らば.

α1=α2ニC'(α1+42)(7)

が 導 かれる15,.,

以 上 のように,プ リンシバルは,エ イジェン トの インセ ンテ ィブを調べ,ど

ちらの タスクに対 する インセ ンテ ィブ係数 も同程 度 に しなければな らない,,さ

もなければ,イ ンセ ンテ ィブ係 数の少 ない タスクには,努 力が全 く注がれ ない

ことになって しまう。 したが って,イ ンセ ンテ ィブ ・システムの設計 においては,

業績測定 に何 の指標 を用 いるか について決定す ることが,き わめて重要 になる、、

14)た だ し.ε1,ε2は,環 境 な どの エ イ ジ ェ ン トの 努力 外 に よ っ て も た ら され る 業 績 要 因 で あ る.

15)こ こ で の結 論 は式(5ア か ら も暗 示 さ れて い る.



管理会計におけるエイジェンシー理論の適用と展開(2)(383)29

こ こでの結論 の現実的 な含意 は,非 常に微妙 である。 とい うのも,数 学的モ

デ ルが努力水準 の総計 に対 し不効用が求め られる とい う想定 に基づ いて いるか

らである。 したが って,か かる仮定が異なる と(つ まり,2つ の タスクの追加

的一単位の努力投 入が,同 一の不 効用 とみなせ ない場合),こ こで求 め られた

よ うな単純 な結論 は導 き出せ ない。 しか し,α を努力投 入時 間な どと想 定 し,

仕事 の質によってで はな く,仕 事に携 わる時 問に対 してのみ不効 用 を感 じる と

い う仮定 に,妥 当性が全 くない とい うわけではない。かかる前提 条件 に注意 し

つつ,さ しあた り.こ こでの現実的な含意 として は,2つ の タズ クに従事 する

エ イジェン トに インセ ンテ ィブを与 える場合 .両 方の タス クに対 して,強 い イ

ンセ ンテ ィブを与 えなければな らない とい うことである。

4マ ルチタスクモデルの示唆

本節の最後にあた り.簡 単 にマルチ タスクモデ ルの示唆 につ いて,ま とめて

お くこ ととする,、以下の①,② は,基 礎的エ イジェンシー理論 か らもうかが え

る示唆であるが,③,④,⑤ は,マ ルチ タクスモデルの拡張 か ら得 られる固有

の追加的示唆 である。

① 最適 イ ンセ ンテ ィブは,エ イジェン トの リス ク回避 の傾向 と,努 力水準

と業績 のあいだの リスクの減少関数 となる。つ まり,エ イジェ ン トの リス

ク回避 の傾向 が高 い場 合や,努 力水準 と業績 のあいだの リスクが高い場合 ,

最 適 インセ ンテ ィブは減少する。

② 最適 イ ンセ ンテ ィプは,イ ンセ ンテ ィブ係数 の変化が努力水準へ与 える

影響 の増加関数で ある。 したが って,イ ンセ ンテ ィブ係数が,努 力水準 に

ついてハ イパワーであればあるほ ど,最 適 イ ンセ ンテ ィブは上昇する。最

適 インセンテ ィブは,① と② の特徴 のあいだで決 まる こととな り,イ ンセ

ンテ ィブ係数が,単 に努力水準 に対 してハ イパ ワーであるだけでは意味 が

ない。エ イジェン トの,リ スク回避 の傾向 と,リ スクの負担 を考慮 にいれ

なけれ ばならない。
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③ インセ ンテ ィブ ・システムは,マ ルチ タスク間の関係 が どの ようなもの

であ るか に大 きな影響 を受 ける。相互補完 的である場合 は,シ ングル業績

評価モデ ルで も,エ イジェ ン トをう まく管理する ことがで きる可能性が あ

るが,朴1互 代替 的である場合 は,間 題が生 じる。

④ マ ルチ タスク間の関係 が,相 互代替的である場合,一 方の タスクに対 し

てインセ ンテ ィブを与 えれば,他 方の タスクに対 して,逆 インセ ンテ ィブ

を与 えることになって しまう。 したが って,シ ングル業 績評 価の場 合は,

一 方 の タスクヘの インセ ンテ ィブを逆 に低下 させる ことで
,他 方 の タス ク

ヘ の努力投 入を保証 しなければな らない。 また,両 タスクが完全代替 であ

る とい う仮定 のもとで,マ ルチ業績評価 モデルを導入する場 合,ど の タス

クについて も,強 いインセ ンテ ィブを与 えなけれ ばならない。

⑤ 相 互代 替的 なタス クに対 する インセ ンテ ィブ ・システ ムと して は.[a]

マ ル チ業績評価 を選択 して各 タスクそれぞれへ の努力投入 を促 す インセ ン

テ ィブ報酬 契約 を設 定す るか,も しくは,[blシ ングル業績評 価 の場 合

は,敢 えて インセ ンテ ィブを低 下 させるか(例 えぱ定額報酬 に近づ ける)

の,い ずれかが考 え られる。 この場 合,複 数 の タス クの業績測定が正確 に

行 える ならば前者 が,業 績 の測定が困難 な らば後者 が,そ れぞれ最適 とな

る可能性 が高 い。

IVマ ルチタスクモデルがもたらす管理会計への示唆

本節で は,こ れ まで検討 して きたエイジェ ンシー理論のマ ルチ タス クモデル

ヘ の拡張が,管 理会計へ どの ような示唆 をもたらすのか について,若 干 で はあ

るが具体的 な検討 を行 うことにする。

1マ ルチタスクと責任センター論

ある部 門 を担 当す る管理者 に対するイ ンセ ンテ ィブ ・システムを考 えてみる。

部門管 理者 に,い まコス ト削減 についてのみの責任 を負 わせ ている場合 を考 え
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て み よ う。 この場 合,当 該 部 門は 「コス ト・セ ンター」 とな ってい る。 した

が って,部 門内の タス クに関わるコス トを,よ り正確 に測定す るよ うな,管 理

会計 システ ムが導入 されているだろ う。

ここで,こ の部 門の管理 者に,コ ス トの削減 に関する責任 は当然 の ことなが

ら.そ れと同時 に.製 品の売 上に対す る責任 を負わせる必 要が生 じた場合,ど

のよ うな分析が可能であろ うか。

前節 のマルチ タスクモデ ルを用いて,簡 単 な分析 を行 うとすれば,ま ず,コ

ス ト削減 と売一L増 加 とい う2つ の タスクの関係 に注 目する必 要がある,,こ れ ら

2つ の タスクが,相 互補完的である場合 は,コ ス ト削減に関する インセ ンテ ィ

ブ を付与 するこ とで,売 上増加の インセ ンテ ィブも引 き出す ことがで きる。 し

か し,こ れら2つ のタスクが,相 互代替 的である場合,一 方の タスクのみへの

インセ ンテ ィブの付与 は,他 方の タスクの努力水準 を低 トさせる恐 れがある。

この場合 の解決策 としては,主 に2つ あ った(第 貼4節 の④⑤ を参照)。

シングル業績評価 モデルにお いて は,コ ス ト削減へ のイ ンセ ンテ ィブの ウエ

イ トを敢えて低下 させ て,売h増 加の タスクにかんす る努力 を引 き出す必要が

あろ う。そ うしない と,当 該管理者 は,コ ス ト削減 のみに努力 を集中 させて し

まう。

次 にマルチ業績評価 を導 入す るケースを考 えてみよ う。 つ まり,当 該管理者

の報酬契約に,コ ス ト削減 のみならず,売 ヒヘ もウエ イ トを置 くよ うな業績評

価 モデルヘの変更である。 もしここで、 コス ト削減 と売上増加 の タスクが,完

全 に相互代替的であるよ うであれば,売一 ヒ増加 タス クにたいするイ ンセ ンテ ィ

ブは,コ ス ト削減 タスクに対 するイ ンセ ンテ ィブと同 じ程度 でなけれぱ,意 味

を もたないのである。そ う しない と,当 該管理者 は,よ り高 い インセ ンテ ィブ

を付与 され たタス クにのみ に努力 を集 中 させ て しまう,、

このよ うなイ ンセ ンテ ィプ ・システムの構築 によって,こ の部 門は,売 上 と

コス トの両者 を考慮 に入れた 「プロフィ ット ・センター」 となる,,ま た,も し,

マ ルチ業績評価 を導 入す る場合,管 理会計 システムは,コ ス トを測定するのみ
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な らず,何 らかの形で,売 上 を反映す る,で きうる限 り正確 な業績測定値 を提

供す る ことが求め られる こととなる。

さらに,部 門管理者 にたい して,単 純 に利益 の総額 だけで はな く,利 益 をい

かに効率 的に生 み出すか について まで責任 を拡張す る場合 も考 えられる。 この

場合,部 門は,利 益 とそれ を生み出すために利用 される投下資本の利用の度合

いを考慮 にいれた 「インベ ス トメン ト ・セ ンター」 となる。 このようなマ ルチ

タスクを想定 した場 合 も,上 記 と同様 の分 析が可能であろ う、、もし,マ ルチ業

績評価 を用い る場 合,管 理 会計 システムは,売 上および コス トに基づ く利益 と,

投 資効率 σ)向一ヒについて総合的 に考慮 した,業 績測定指標 を提供す るこ とが求

め られ る。 それ は例 えば,投 資利益 率(retumoninvestment=ROI)な ど と

なるのであろ う。

このよ うに,コ ス ト・セ ンターか ら,プ ロフ ィッ ト・セ ンターおよび インベ

ス トメ ン ト ・セ ンターへの責任 セ ンターの拡張 につ いて,マ ルチ タス クモデ ル

によって,分 析 が可能 となるのである。

以上述べて きたよ うに,マ ルチ タスクに携 わるエイ ジェン トに対す るイ ンセ

ンテ ィブ ・システムの分析 が可能 となる とい う点で,マ ルチ タスクモ デルは大

きな意義が あろう。特 に,シ ングル業績評価 の場 合,タ スク問の関係が,補 完

的であるか代替的であるかによって,イ ンセンティブを強めるべ きか弱 めるべ

きか,あ るいは,マ ルチ業績評価 を行 う場合 には,正 確 な業績 測定値 に基づ き,

両 タスクに強 いイ ンセ ンテ ィブを与 えなければならないなど,最 適 なインセ ン

ティブの分析 に非常 に有用である。

2マ ルチタスクとEVA⑧m

ア メ リカでは,多 くの企 業が投資利益率(ROI:retumoninvestment)を,

業 績指標 として採用 して きた。 しか し,RO1を 業 績指 標 と した ことが,新 規

事業 や研究開発への投資行動 にたいす る逆 イ ンセ ンテ ィブ を導 き出 して しまっ

16)EVAゆ は,StemStewa∫t社 の登録商標である、



管理会計におけるエイジェンシー埋論の適用と展開(2〉(387)33

た といわれている。積極的 な投 資 を行 うと,投 資額が増大す るため に,短 期的

にはRO1が 減 少 して しまうか らである。い うまで もな く,企 業が持続 的 に成

長 してい くためには,新 規事 業や研究 開発へ の投資 は必要不可欠であ る。 この

よ うに,管 理者 には,イ ンベス トメン ト ・セ ンター と しての責任 と同時 に,企

業 の持続的成長 に不 可欠 な投 資活動 が求め られてお り,こ の両者の タス クは,

相 互代替的 な関係 にある。

このよ うな,相 互代 替的 な関係 にある タスクに対 して,イ ンセ ンテ ィブ を与

えるには,シ ングル業績評 価 を貫 く場合,イ ンベ ス トメン ト ・セ ンター として

の タス クの業 績指標 で あるROIへ の インセ ンテ ィブ を敢 えて低下 させ る こと

で,投 資活動への タスクの インセ ンテ ィブを保証 しなけれぱな らない。 も しく

は,マ ルチ業績評 価 を導 入す る場合 は,新 たに,投 資活動 に対 す るイ ンセ ン

テ ィブも付与 してい く必 要があろ う。 そ して,こ の両者の タスクが,完 全 に相

互代替的であれ ば,同 程度 の水準 のイ ンセ ンテ ィブ を付与 しなければならない。

マルチ業績評価 を導 入す る場合,管 理会計 システムには ,両 者 のタスクにイ

ンセンティブを与 えるよ うな業績指標が求め られる、,したがって,こ の相互代

替 的 な関係 に ある タスク を,総 合 的 に評 価 する た めに,残 余 利益(RI:re、

siduahnc・me)を 業 績尺度 と して用い るべ きであ る との提案 がな され る こと

になった17)。さ らに,近 年 におい ては,RIの 概 念 に基づ いたEVA頓1(経 済 的

付 加価値)が,業 績尺 度 と して注 目されて きている18)。こ れ らの業 績尺度 に

よ って,ROIに よ る新規投資 にかか わる逆 インセ ンティブは ,解 消 される こ

ととなる。 なぜ なら,RIお よ びEVA感 を業績尺度 として いる場合 ,投 資 が資

本 コス トを上回 る収益性 を有 してい さえすれば,投 資活動 が行 われ るように設

定 されているか らで ある。 この点 において,RIお よ びEVA⑳ は,イ ンベス1・

メ ン ト・セ ンター と しての投資効率 の追求 と.企 業の発展 に不可 欠 な新規投 資

活動 という,相 互代替 的な タス クの両方 にイ ンセ ンテ ィブを与 える ような業績

17)た とえ ば,Sdomollsl1965]p.64.を 参 照 され た い。

18)FVA② にっ い て は,Stewart[1991」 を参 照 され た い 。
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評価 の制度 とい えるのである。

R1お よびEVA⑧ とい う新 たな業績指標 が必 要 とされた背景 にある,相 互代

替的 な タスクの対立 について も,エ イ ジェ ンシー理論のマ ルチ タスクモデ ルに

よって分析が可能 となる。

3マ ルチタスクとバランスト・スコアカー ド

財務 的指標 と しては,ROIか ら,RIの 発 展型 ともいえるEV解 が用い られ

るように なって きている。 これ は,株 主価値 を重視 する指標 であると考 えられ

るが,株 主価値 以外 の多元的 目標 には,適 合 していない。 これに対 して,従 来

の業績尺 度が財務 的尺度 に偏重 していた ことに対 して問題提起 を行 い,非 財務

尺度 によって しか測 る ことので きないタスクの重要性 を強調 した ものに,バ ラ

ンス ト・スコアカー ドがある191、,財務 に偏 重 した業 績評価 によるインセ ンテ ィ

ブ ・システムのみで は,短 期的 な利益追求 を余儀 な くし,企 業の長期 的な価値

の増大 に貢献す るような努力 を引 き出せ ない。 この ような状 況 に対 して,非 財

務尺度 によって しか測定で きない タス クをも考慮 にいれたバ ランス ト ・スコア

カー ドを利用 するこ とは意義がある。

マルチ タスクモデルの管理会計へ の示唆 は,非 財務的尺度 と財務 的尺度の両

者 によ って測 定 される複数 の タスクが相互代替 的である場合 は,ど ちらかの尺

度 に基づいた インセ ンテ ィブ ・システ ムを採用 しなが ら,敢 えてその イ ンセ ン

ティブを低下 させるか,両 方 の尺度 に基づいた インセ ンテ ィブ ・システムを構

築す るかのいずれかである。

も し,仮 に,バ ランス ト ・スコアカー ドが,財 務的 タス クのみな らず,非 財

務 的な タスクについて も業 績測 定が正確 にで きるよケな業績測 定 ッー ルといえ

るな らば,相 互代替的 タスクに対 して.マ ルチ業績評 価 を導入する可能性 を有

している といえる。実際 に,株 主価値 とのかか わ りにお ける財 務的指標(例 え

19)バ ラ ンス ト ・ス コ ア カー ドに つ い て は,Kapl'm&N・rton[1996」,〔20001な ど を参 照 さ れ た

い,:
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ばEVAな ど)と,経 営者の経営効率 を評価 する財務的指標(例 えば売上利益

率 など)に 加 えて,非 財務的尺度 によってのみ しか計 り得 ない努力の成果(例

えば顧 客 ・内部 ビジネスサ イクル ・学習 と成長に関わる指標 な ど)を,体 系化

した仕組み として開発 が続 けられてお り,非 常 に大 きな有用性 をもたらす可能

性 を秘めている2%

しか し,一 方で,と くに非財務的 な タスクに対する努力 に対す る業績評価 の

精度が非常 に低 い場 合(つ まり,非 財務的 なタス クに対す る努力 と,そ の業績

測定 値 との問 の誤差 εが非常 に大 きい場合),当 該 タス クに対 す る イ ンセ ン

テ イブ は逆 に低 下 して しま デ11と い う,大 きな問題 が あ る。 この よ うに,

BSCに つ いて も,マ ルチ タスクのエイ ジェ ンシーモデ ルによって分析が可能

となる。

4マ ルチタスクモデルからの示唆の小括

以上のよ うに,管 理 会計 には,マ ルチタスクに責任 を負 うエイ ジェン トを想

定すべ きケー スが多数 ある。 そのよ うな問題 に対 して,管 理会計 は何 らかの解

決 を提 示 しなけれ ばな らない。 その際 に,マ ルチ タス クに基づ くエ イジェ ン

シー理論 による分析 が,有 効 となる。

逆 イ ンセ ンテ ィブ を与 え られる タスクが企業の業績 に大 きな影響 を与 える場

合 は,① シングル業績評価 を貫 く場合 は,イ ンセ ンテ ィブを敢 えて低下 させ

て,逆 インセ ンテ ィブ を与え られる タスクに対 する努力投 入 を保証す るか,②

マルチ業績評価 を導入 し,適 切 なモニ タリングを行い,か かる タス クに対す る

業績測定値 を明 らかに し,そ の タス クとリンク した適 切な インセ ンテ ィブを与

える必要が あ った、,しか し,管 理 会計 は,ROI,RI,EVA,BSCな ど,マ ル

チ業績評価 を可能 とする ッールの開発 に果敢 にチ ャレンジする傾向が強 い とい

20)櫻 井[2001]に おいて,EVAとBSCの 統合 に関する詳 しい検討 を行 っている。

21)エ イジェ ン トを リス ク回避 的と仮定すれ ば,リ スク回避的であれぱあるほど,測 定誤差 からの

リスク負担を好 まない。第"卜4節 ①② を参照。例 えば,式(5)'な どを参照 されたい。
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える。それが管理会計 の存在意義か も しれ ない。

ともあれ.こ のよ うに,エ イジェンシー理 論のマルチ タス クモデルは,管 理

会計 による業績評価 システムを,マ ネジメン ト・コン1・ロール ・システムに組

み込 んでい く際 に,公 埋論 的な分析手段 を与える といえる。

特 に,近 年の企 業経営 においては,量 的 には表現 で きないよ うな質的 な独 自

性が求め られてお り,財 務 的指標 のみ による業績評価 では,組 織 の運営 が効率

的 にな され ない,、バ ランス ト・スコアカー ドは,マ ルチ インセ ンテ ィブに基づ

くマネ ジメン ト・コン トロール ・システムの構築に,大 きな役割 を果 たす可能

性があ るといわれている。 とくに.バ ランス ト・ス コアカー ドを戦略 や予算 と

ともにマ ネジメン ト ・コン トロールに組み込んで利 用 してい くな どの可能性 に

つ いて も指摘 されて きている22)、、 しか し,一 方で,エ イジェ ン トに対 して,過

剰 な リスク負担 を与 えて しまう可能性がある こと,お よ び,業 績尺度 として努

力 と対応す る適切な もの を発見 しなければならない ことな ど課題 も大 きい こと

も指摘 してお きたい。

Vお わ り に

これまでの検討 によって,エ イ ジェ ンシー理論のマ ルチ タスクモデルヘ の拡

張 につ いて は,お お むね理解 で きた と思 われる。数学的複雑性 のゆえに,モ デ

ルの進展 には困難 を伴 うけれ ど尋),本 稿で見て きた ように。エ イジェンシー理

論 は,そ のフ レームワー クを一歩づつ着実 に拡張 させ なが ら進展 している。

かかるエ イ ジェ ンシー理論の理論的 フ レームワー クの進展 について,さ らに

検討 を深 めてい くことが,管 理 会計研究 にも大 きな示唆 を与 えて くれるであろ

うと思 われる。

本稿 では,数 ある間題のなかで もマルチ タスクヘの拡張 という一つの間題 に

焦点 をあてて検討 を行 ったために,と りあげることので きなか った トピ ックも,

多数残 されている。 したが って,最 後に,残 された今後の検討課題 を列挙 する

22)Kaplan&Norton[20001pp.27小276.を 参照されたい・
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こ とで,本 稿 の締 め くくりとしたい。

1多 期間モデ ルの分析 と検討。

2マ ルチエ イジェン トモデルの分析 と検討。

3マ ルチエ イジェン トモデル とマルチ タスクモデルの融合型 についての分

析 と検討 。

4マ ルチエ イジェン トかつ マルチ タスクの多期 間モデルの分析 と検討。

5拡 張型モデ ルに基づ く実証分析の検討。

6拡 張型エ イジェンシーモデルによる,管 理 会計 固有 の問題 についてのさ

らなる適 用,,

こ れら拡張 モデ ルの適用 が,マ ネ ジメン ト・コン トロールおよぴ管理 会計研

究 にたいする.よ り強 固な公理論的分析の枠組みを構築す るこ とになるで あろ

つb
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